
令和４年６月

「徳島大学病院に求められる取組」



〇労働安全衛生法の改正⇒労働時間の客観的把握が義務化

 2019年4月施行

産業医・産業保健機能の強化（健康管理の観点から）

事業者は、第66条の8第1項又は前条第1項の規定による面接指導を実
施するため、厚生労働省令で定める方法により、労働者の労働時間の
状況を把握しなければならない。【労働安全衛生法 第66条の8の3 】
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勤務環境を取り巻く状況の変化（2019年4月～）

〇労働基準法の改正
 時間外労働の上限規制

 年720時間

 複数月平均80時間

 月平均100時間未満

〇医師の働き方改革
 労働時間の適正化に向けた取組

 勤務時間の把握が必要

 2019～2024年までの間に対応を行う

 2024年に上限規制を適用



把握した勤務状況全体の枠から算定した時間数を勤務時間数とみなし、
時間外勤務時間数に相当する時間が１月100時間を超えるようであれば、
長時間勤務者に対する面接指導措置の対象とする。
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労働時間の状況等の把握

何時に勤務を開始したのかといった「始業時刻」や、何時に業務を終
了したのかといった「終業時刻」ではなく、何時に職場に到着し、何時
に職場を離れたかといった「出退勤時刻」もしくは「入退室時刻」を把
握しなければならない。
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ここから

医師の働き方改革について



医療資源（労働時間）の有効活用

医師が働きやすい環境作り（生産性の向上）

医師のモチベーションアップ

医療水準の向上
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医師の働き方改革の背景

 医療の高度化・専門化

 患者意識の高まり

 高齢化による医療需要増

医療資源には限りがある

質の高い医療を維持する必要

・応召義務との関連

医師の働き方改革



２０１９．４．１から順次施行

医師の働き方改革に関する検討の流れ
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労働時間の制度に関する見直し

一般則（医師以外）

審議

働き方改革関連法の成立（２０１８年６月）

医師の働き方改革に関する検討会報告書（２０１９年３月）

労働基準法

労働安全衛生法

社会保障審議会（医療部会） 時間外労働規制（A・B・C水準）

追加的健康確保措置（連続勤務２８時間・勤務間インターバル９時間・面接指導）

医師の働き方改革の推進に関する検討会中間とりまとめ
（２０２０年１２月）

社会保障審議会（医療部会）

審議

医師労働時間短縮計画・評価機能による評価

複数医療機関に勤務する医師における労働時間管理等

医療法等の一部を改正する法律の成立（２０２１年５月）

医療法
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8

大学病院で勤務する医師について
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11



12



13



１．勤務時間の客観的把握

14

「医師の働き方改革」のミッション（徳島大学病院）

３．業務と研鑽の区分

２．労働時間短縮計画の策定

５．労使協定の締結

４．健康確保措置

６．裁量労働制の検討



①裁量労働制医師（教授～助教）は出勤簿を作
成し、休暇、出張等を管理。押印は省略している
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勤務時間の客観的な把握が必要

本院における医師の勤務時間管理の現状

８時間を超えて勤務（診療）した場合は、 労働
時間確認簿（紙）を作成し、実績に応じた手当を
支給

②変形労働制医師及び医員、研修医等（非常勤）については、
労働時間確認簿（紙）に始業時間、終業、超過勤務時間等を記
載し、診療科長が確認することにより、勤務時間を管理している



医師がキーホルダーを携帯し、院内に設置したレシーバ
で医師の位置情報を受信して、勤務管理システムにデー
タ共有することにより、客観的な在院時間を把握
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新しい勤務管理システムの導入

医師がICカードにより、出入口に設置したカード
リーダにかざすことで病院への出入りを把握し、
勤務管理システムにデータ共有することにより、
客観的な在院時間を把握

いずれの場合も、勤務時間外に「残業（業務）」
「自己研鑽（業務外）」を医師が選択することによ
り、勤務時間を管理する

１案

２案
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18

年間の時間外・休日労働時
間数の詳細な階層化や分析

目標の検討の際には医師の
労働時間短縮等に関する大
臣指針の「医師の時間外労
働短縮目標ライン」を参照
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・出勤簿による自己申告

・ICカード、生体認証、ビーコン等を用いた客観的な

労働時間管理方法導入

・時間外労働時間の申告手続きの明確化・周知

・医師の自己申告等により副業・兼業先の労働時

間を把握する仕組みを構築

・宿日直許可申請について検討

・診療科ごとの勤務実態を踏まえて、必要に応じて

宿日直許可を取得し「宿日直許可のある宿直・日

直」と「宿日直許可のない宿直・日直」とを区別した

管理の実施

・宿直・日直の時間の適切な取扱いを行った上での

勤務計画の作成

・協議の場として、労働時間等設定改善委員会を月１回開催

・労働者の過半数で組織する労働組合と協議・締結し、届け

出た３６協定を医局内に掲示

・３６協定を１年に１回、実態に即して見直しを実施

・３６協定を超えた時間外労働の発生が見込まれた場合

には業務内容や協定内容の見直しを検討

・医師（特に連携B・B・C水準適用医師）から意見をくみ取

る仕組みの構築



20

・令和５年度中に面接指導実施医師●名について、

必要な研修の受講を終える

・連続勤務時間制限、勤務間インターバル確保及び

代償休息確保を可能とする勤務体制とし、対象医師

への面接指導を漏れなく実施する

・月の時間外・休日労働が１５５時間を超えて医師へ

の措置の実施

・国等が実施する病院長向けの研修会に病院長が参加する

・診療科長等向けに管理者のマネジメント研修を年１回開催

し受講を促す

・各診療部門の長又はシフト管理者に対して、就業規則やシ

フト作成・管理に関する研修を年１回開催し受講を促す

・医師に対しては、勤怠管理や当人が理解すべき内容（始

業・退勤時刻の申告、時間外労働の自己研鑽部分のルール

確認、健康管理の重要性等）に関する研修を年１回開催し受

講を促す

・医療機関が進める働き方改革の内容について医師に周知

する仕組みを整える

・医療を受ける者やその家族等に対し、医師の働き方改革を

進めていること、それにより、外来やホームページ等の場面

で影響があることについて、理解を求める旨の掲示を行う
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【看護師】・特定行為（２１区分３８行為）の実施・事前に取り決めたプロトコールに基づく

薬剤の投与、採血・検査の実施・救急外来における医師の事前の指示や事前に取り決

めたプロトコールに基づく採血・検査の実施・血管造影・画像下治療（IVR）の介助・注射、

採血、静脈路の確保等・カテーテルの留置、抜去等・診察前の情報収集

【助産師】・院内助産・助産師外来

【薬剤師】・周術期の薬学的管理等・病棟等における薬剤管理等・事前に取り決めたプ

ロトコールに沿って行う処方された薬剤の投与量の変更等・薬物療法に関する説明等・

医師への処方提案等の処方支援

【診療放射線技師】・撮影部位の確認、検査オーダーの代行入力等・血管造影・画像下

治療（IVR）における補助行為・放射線検査等に関する説明、同意書の受領・放射線管理

区域内での患者誘導

【臨床検査技師】・心臓・血管カテーテル検査、治療における直接侵襲を伴わない検査

装置の操作・病棟・外来における採血業務・輸血に関する定型的な事項や補足的な説

明と同意書の受領・生体材料標本、特殊染色標本、免疫染色標本等の所見の報告書

の作成

【臨床工学技師】・人工心肺を施行中の患者の血液、補液及び薬剤の投与量の設定及

び変更・全身麻酔装置の操作・各種手術等において術者に器材や医療材料を手渡す行

為・生命維持管理装置を装着中の患者の移送

【理学療法士・作業療法士・言語聴覚士】・リハビリテーションに関する各種書類の記載・

説明・書類交付

【医師事務作業補助者・その他職種】・診療録等の代行入力・各種書類の記載・医師が

診察をする前に、医療機関の定めた定型の問診票等を用いて、診察する医師以外の

者が患者の病歴や症状などを聴取する業務・日常的に行われる検査に関する定型的な

説明、同意書の受領・入院時のオリエンテーション・院内での患者移送・誘導



業務と研鑽との関係① －国立大学病院長会議での検討－
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研究を本来業務とする医師と研鑽の関係

診療等を本来業務とする医師と研鑽の関係



業務と研鑽との関係② －国立大学病院長会議での検討－
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 「国立大学病院医師の研鑽等に関する考え方について」を
基に本院の実情を踏まえた基準

業務と研鑽の関係③
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令和２年７月７日策定

医師の働き方改革の対応として運用

「徳島大学病院医師・歯科医師労働
時間取り扱い（業務判断）基準」を策定



徳島大学病院医師・歯科医師労働時間取り扱い（業務判断）基準
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時間外に従事した内容の区分（診療）



今後の課題①

・４５時間超は年５回まで

・２～６ヵ月の平均８０時間以内

・忙しい月の上限１００時間以内

・年間の時間外労働７５０時間以内
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・労使協定上限時間数の検討（連携B、B水準）

・裁量労働制適用教員の変形労働制への適用変更
の検討

【現状】

【課題】

労使協定の見直し（特定医師）
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専門業務型裁量労働制①

裁量労働制は「一般則」の適用

年間の超勤時間は９６０～１８６０時間まで可

教授～助教は９６０時間＜医員～研修医は１８６０時間

職種によって超勤時間の上限が変わる

「一般則」とは、年間の超勤時間が７２０
時間を上限とする

医師（変形労働制）は「医師の働き方改
革」の対象

教授～助教 医員～研修医
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専門業務型裁量労働制②

裁量労働制は「一般則」の適用 医師（変形労働制）は「医師の働き方改
革」の対象

教授～助教 医員～研修医

職種によって超勤時間の上限が変わる



【超過勤務960時間】（院内）
960時間÷240日（年間勤務日数）＝4時間（１日）

月～金まで毎日4時間超過勤務

実際に働ける超過勤務時間（参考：連携Ｂ）
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【兼業900時間】（院外）
900時間÷年52週＝17時間（１週間）

※本院の兼業ルールは１週15時間
当直は週１回、月4回を超えた場合は17時間に通算

毎週17時間まで兼業

年間マックス1,860時間の超過勤務が可能
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専門業務型裁量労働制➂

宿日直業務が義務付けられている医師は裁量労働制の対象とならない

教授～助教は裁量労働制

教授～助教は宿日直業務（オンコール含む）ができない

裁量労働制から変形労働制への変更が必要
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専門業務型裁量労働制④

労働基準法では、原則として、勤務時間の長さに応じた給与を支給し
なければならないとされている。
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それぞれの労働制のメリット・デメリット

裁量労働制

変形労働制

・１日何時間働いても８時間働いたことになる（１日１０分の勤務であっても８時間とみなす）

・何時に出勤・退勤してもよい

・兼業に行く時間帯の自由度がある（週１５時間の制限は変わらず）

・勤務時間中に兼業に行った場合、勤務の割振変更があらかじめ必要

・割り振られた勤務時間（例えば８：３０～１７：１５）は病院での勤務が義務化される

メリット

デメリット

・超過勤務の上限は年間７２０時間

・超過勤務の上限は年間最大１８６０時間

メリット

デメリット

・人員の不足が見込まれ、関連病院から医師を引き上げる可能性も

・法的にオンコール対応が可能になる

・法的にオンコール対応ができない



健康確保措置

今後の課題②
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連続勤務時間制限２８時間

勤務間インターバル９時間

交替制勤務後のインターバル１８時間

インターバル中に突発的な勤務が発生した場
合には代償休息を制度化

・上記を遵守したシフト勤務の整備
・面接指導の強化（労働安全衛生法）



通常の日勤および宿日直許可のある宿日直に従事する場合

連続勤務時間・勤務間インターバルとは
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始業から２４時間以内に９時間の連続したイン
ターバルを付与しなければならない

宿日直許可のない宿日直に従事する場合

始業から４６時間以内に１８時間の連続したイ
ンターバルを付与しなければならない

原則として
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連携B水準の働き方の例



38

徳島大学病院医師の働き方改革ロードマップ



意識改革が大事！

医師自身による勤務管理システムへの入力

最終的には
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勤務時間の縮減努力

業務と業務外の明確化 など

医師ひとりひとりが勤務環境を改善していく明確な意識
を持つこと



徳島大学病院のあるべき姿
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健康で安心して働くことの
できる職場づくりを目指して

医療資源（労働時間）の有効活用

医師が働きやすい環境作り（生産性の向上）

医師のモチベーションアップ

医療水準の向上


